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取得している。本研究室で取得している VHF帯放送波については以下の表 2-1に示す。 
 




FM 東京 （80.0MHz） 
Inter FM 897 （89.7MHz） 
東京スカイツリー 
Jwave （81.3MHz） 
NHK FM 東京 （82.5MHz） 
千葉県三山 
Bay FM （78.0MHz） 
NHK FM 千葉 （80.7MHz） 
埼玉県平野原 NHK FM 埼玉(1) （85.1MHz） 
埼玉県美の山公園 
NACK5(1) （77.5MHz） 
NHK FM 埼玉(2) （83.5MHz） 
埼玉県飯盛峠 NACK5(2) （79.5MHz） 
長野県美ヶ原 
長野 FM （79.7MHz） 
NHK FM 長野 （84.0MHz） 
茨城県燕山 NHK FM 水戸 （83.2MHz） 
遠方 
FM 熊本 （77.4MHz） 
広島 FM （78.2MHz） 
FM 大阪 （80.2MHz） 
FM 沖縄(1) （87.3MHz） 
NHK FM 松山 （87.7MHz） 
FM 上海 （87.9MHz） 
FM 沖縄(2) （89.1MHz） 
南京 （89.7MHz） 
FM 北海道 （80.4MHz） 
FM 秋田 （82.8MHz） 
































しているNHK FM 埼玉（85.1MHz）の 2つを解析対象として抜粋した。群馬大学桐生キ

























平均値、𝑛 はその時間帯におけるデータ（母集団）の数、𝑥𝑖  は受信電力データ（dBm）を
示している。また、式（3.2）で 𝜎𝑚 は𝜇𝑚 と同様に、ある時間帯における標準偏差を示して
いる。式（3.1）及び式（3.2）から、全解析期間（3 年間分）の受信電力データを用いて、






























式（3.3）で 𝑋𝑖  は規格化電波伝搬データ、 𝜇𝑚 は受信電力データの時間に対応した平均値、































































































タ 𝑎において、「閾値 𝑡ℎ」を超える電波伝搬データ（ウェーブレット係数 |𝑊(𝑏, 𝑎)|）が 5
時間以内の間隔で連続して発生した場合、「閾値 𝑡ℎ」を超えたデータの始まりから終わりま









図 3.7 ウェーブレット係数の時間変化分を利用した伝搬異常の検出 
 
図 3.7 では、例として電波伝搬データのウェーブレット係数 |𝑊(𝑏, 𝑎)|に対して「閾値 
𝑡ℎ = 3.0」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 30 [min]」といった条件を設けた際の伝搬異常の
定義方法について示している。まず、「閾値 𝑡ℎ = 3.0」を超えたデータが 11 月 12 日の 15
時頃に発生していることがわかる。すると、19 時頃に再び「閾値 𝑡ℎ = 3.0」を超えたデー
タが表れており、その時間差は 4時間であるため、1つの伝搬異常発生と判断した。さらに
22 時頃に 3 度目の「閾値 𝑡ℎ = 3.0」を超えたデータが表れており、1 つ前の伝搬異常との
時間差は 3 時間であることから、これら 3 つの伝搬異常をまとめて 1 つの伝搬異常発生と
判断した。この場合は、伝搬異常の継続時間は 15時～22時程度（420 [min]）となり、あ



































連付け時間長は正の値で表すことができる。例として 𝑡per =  −2 [days]とすれば、解析対
象としている地震の発生時刻 2 日前から地震発生時刻までの間に伝搬異常が発生している
と「伝搬異常と地震の併発」となる。筆者は短期地震予知を目的としているため、本稿で






























例として図 5.2 及び図 5.3 に、本稿で解析対象としている NHK FM 埼玉（85.1MHz）の
伝搬異常が発生していた期間での、伝搬異常の様子と熊谷地点の風速値を同時に示した。 
 





図 5.2 伝搬異常発生時と強風発生時の様子（1） 
 
 














風継続時間長 𝑊time [min]」を設けて強風を定義する。これは 3.4 節で述べた伝搬異常の定
義方法と似ているが、こちらは「風速の閾値 𝑊th」を超えた風速データが連続して「強風
継続時間長 𝑊time [min]」を超えた場合に、強風と判断している。 
 
図 5.4 強風の定義方法 
 
例として図 5.4に強風の定義方法について示す。図 5.4では、熊谷地点の地表面平均風速





𝑊th = 4.0」を超えたデータが 4 月 26 日の 7 時頃に発生していることがわかり、4 月 27 日
の 2 時頃まで「風速の閾値 𝑊th = 4.0」を上回っていることがわかる。この時間差は
1140[min]（19時間）であり、あらかじめ定義しておいた「強風継続時間長 𝑊time = 360 [min]」
よりも長時間の間、風速の閾値を連続して上回っていたため、1 つの強風発生時間とした。
また、4月 28日の 15時頃に再び「風速の閾値 𝑊th = 4.0」を超えたデータが発生している
ことがわかるが、19 時頃にはもう「風速の閾値 𝑊th = 4.0」を下回っているため、強風継










図 5.5 強風発生時の伝搬異常と地震への時間的関連付け方法 
 
図 5.5に示した通り、強風発生時間では伝搬異常が発生しにくいといった推測を元に、伝













































































































例えば、伝搬異常の総発生数 𝑁anom = 10であり、そのうち関連付け時間長内で実際に地






次に無相関併発確率 𝑃uncについて述べる。その際、観測期間 𝑇all [days] 内で解析対象と
した地震が 𝑁eq回発生していたとする。これらの地震全てが関連付け時間長 𝑡per [days]外
で発生する確率 𝑃unc̅̅ ̅̅ ̅は以下の式（6.5）で表すことができる。 
 







ここで全事象と、解析対象とした全地震が関連付け時間長 𝑡per [days]外で発生する確率 
𝑃unc̅̅ ̅̅ ̅の差分をとることで、無相関併発確率 𝑃uncを算出する。無相関併発確率 𝑃uncは以下の
式（6.6）で表すことができる。 
 







例えば、解析期間を 3年間とし、その期間内で解析対象となる地震が 𝑁eq = 10であった
とする。その場合、観測期間 𝑇all = 1095 [days]となり、伝搬異常と地震を時間的に関連付
けるための関連付け時間長 𝑡per = −1 [day]とすれば、無相関併発確率 𝑃unc = 9.09 × 10
−3
となる。つまり、解析期間内で 10 回発生していた地震が、伝搬異常の発生によって偶然、
関連付け時間長 𝑡per = −1 [day]内で併発する確率は限りなく低確率であることがわかる。 
 
6.2.3. 確率利得の算出 
6.2.1 節の式（6.4）と 6.2.2 節の式（6.6）より、確率利得 𝐺P は以下の式（6.7）で表す
ことができる。 
 

















本稿で解析対象とした見通し内 VHF帯放送波のNHK FM 東京（82.5MHz）とNHK FM 
埼玉（85.1MHz）において、連続ウェーブレット変換を適用して「関連付け時間長 𝑡per =  −1 
[day]」とした上で、伝搬異常と地震の関連性を検証した。その際、各放送波において解析
条件として「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を変
数として設けることで伝搬異常を定義し、「マグニチュード M」、「伝搬路と震央までの距離 










7.1. NHK FM 東京（82.5MHz） 






7.1.1節では 3年間分の NHK FM 東京（82.5MHz）の電波伝搬データに対して、様々な
「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を設けることで
伝搬異常をいくつものパターンで定義し、解析対象とする地震についても様々な「マグニ
チュード M」、「伝搬路と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けるこ












表 7-1 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 東京（82.5MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 


















𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 














表 7-1 より、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常は、3 年間の解析期間のうち、11
回発生しており、同じ期間で伝搬路近辺の規模の大きな地震は 13回発生していることがわ
かる。これらの伝搬異常データと地震データから、適中率が 0.182、予知率が 0.154といっ
た解析結果が得られている。そのため、11 回発生していた伝搬異常のうち 2 つの伝搬異常
が、13 回発生していた地震のうち 2 つの地震と併発していたことがわかった。ここで併発








図 7.1 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 7.2 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
上記の結果から、表 7-1で示した「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続
時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を使用して伝搬異常を検出することで、伝搬路近辺で発生する比較的











熊谷気象台の地表面平均風速を用いて、「風速の閾値 𝑊th」と「強風継続時間長 𝑊time [min]」
を定義し、強風を判断する。5.2節より、ここで強風と判断された時間帯近辺の伝搬異常デ
ータ及び地震データは、欠損データとして扱い、解析対象外とする。その上で再び NHK FM 
東京（82.5MHz）の伝搬異常と伝搬路近辺の地震の関連性について、検証を行う。そのほ
かの解析条件は 7.1.1節と同様で、3年間分のNHK FM 東京（82.5MHz）の電波伝搬デー
タに対して、様々な「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」
を設けることで伝搬異常を定義し、地震についても様々な「マグニチュード M」、「伝搬路
と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けることで、解析対象とする
地震を定義する。これらの伝搬異常データ及び地震データから強風発生時間近辺のものを
解析対象外とした上で、関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]で、最も伝搬異常と地震の関連
性が存在した解析パラメータと、その結果について以下の表 7-2に示した。 


























表 7-2 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 東京（82.5MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 


















𝐿 ≦ 105 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 


























図 7.3 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 
際に、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 7.4 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 















7.2. NHK FM 埼玉（85.1MHz） 






7.2.1節では 3年間分の NHK FM 埼玉（85.1MHz）の電波伝搬データに対して、様々な
「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を設けることで
伝搬異常をいくつものパターンで定義し、解析対象とする地震についても様々な「マグニ
チュード M」、「伝搬路と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けるこ




表 7-3 より、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常は、3 年間の解析期間のうち、23
回発生しており、同じ期間で伝搬路近辺の規模の大きな地震は 21回発生していることがわ
かる。これらの伝搬異常データと地震データから、適中率が 0.174、予知率が 0.191といっ
た解析結果が得られている。そのため、23 回発生していた伝搬異常のうち 4 つの伝搬異常
が、21 回発生していた地震のうち 4 つの地震と併発していたことがわかった。ここで併発



















表 7-3 NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 


















𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 






















図 7.6  NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 7.5及び図 7.6から、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と併発していた地震は千
葉県方面に多かったが、7.1.1節の図 7.1及び図 7.2と比較すると、NHK FM 東京（82.5MHz）
の伝搬異常と併発していた地震と、必ずしも一致しているわけではないことがわかった。 
上記の結果から、表 7-3で示した「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続
時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を使用して伝搬異常を検出することで、伝搬路近辺で発生する比較的
規模の大きな地震を 2 割に満たない程度の確率で、地震発生 1 日前に予知できることがわ














熊谷気象台の地表面平均風速を用いて、「風速の閾値 𝑊th」と「強風継続時間長 𝑊time [min]」
を定義し、強風を判断する。5.2節より、ここで強風と判断された時間帯近辺の伝搬異常デ
ータ及び地震データは、欠損データとして扱い、解析対象外とする。その上で再び NHK FM 
埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と伝搬路近辺の地震の関連性について、検証を行う。そのほ
かの解析条件は 7.2.1節と同様で、3年間分のNHK FM 埼玉（85.1MHz）の電波伝搬デー
タに対して、様々な「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」
を設けることで伝搬異常を定義し、地震についても様々な「マグニチュード M」、「伝搬路
と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けることで、解析対象とする
地震を定義する。これらの伝搬異常データ及び地震データから強風発生時間近辺のものを
解析対象外とした上で、関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]で、最も伝搬異常と地震の関連
性が存在した解析パラメータと、その結果について以下の表 7-4に示した。 
表 7-4と 7.2.1節の表 7-3を比較すると、伝搬異常を定義するための解析条件及び解析対
象とする地震を定義する解析条件は、変化していないことがわかる。そのため、表 7-3と表
7-4における解析条件の差として、強風を考慮する際に設けた解析条件である「風速の閾値 























表 7-4 NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 


















𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 


























図 7.7 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 
際に、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 7.8 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 















7.1.1節、7.2.1節を踏まえてNHK FM 東京（82.5MHz）とNHK FM 埼玉（85.1MHz）




























































として蓄積している。現在、観測を行っている VHF帯放送波の一覧は 2章で示した表 2-1





る通り、東京スカイツリーを送信点としている NHK FM 東京（82.5MHz）と Jwave
（81.3MHz）、埼玉県平野原を送信点としているNHK FM 埼玉（85.1MHz）、東京タワー
を送信点としている FM 東京（80.0MHz）、千葉県三山を送信点としている NHK FM 千
葉（80.7MHz）、茨城県燕山を送信点としている NHK FM 水戸（83.2MHz）の 6 つの放
送波である。これらの放送波の送信点と、受信点である群馬大学桐生キャンパスとの位置
関係についても同図に示した。 












表 8-1 地震予知システムに採用している NHK FM 東京（82.5MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 東京（82.5MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 








𝑀 ≧ 4.9 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 3.0 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 







表 8-1 では、実際に地震予知システムに採用している NHK FM 東京（82.5MHz）の解
析条件を示した。表 8-1は 7.1.1節で示した表 7-1とほぼ同一のものである。そのため、伝
搬異常と併発していた地震の一覧及び、伝搬路と地震発生地点の位置関係については 7.1.1
節の図 7.1及び図 7.2を参照にしていただきたい。NHK FM 東京（82.5MHz）の放送波で
は 2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までの解析期間における伝搬異常と地震の関連
性を元に、現在でも同程度の関連性が得られると判断した上で、この解析条件を採用して
いる。もし、現在でも同程度の関連性が得られるのであれば、伝搬異常が発生した時間帯








表 8-2 地震予知システムに採用している NHK FM 埼玉（85.1MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 








𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 3.0 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 







表 8-2 では、実際に地震予知システムに採用している NHK FM 埼玉（85.1MHz）の解
析条件を示した。表 8-2は 7.2.1節で示した表 7-3とほぼ同一のものである。そのため、伝
搬異常と併発していた地震の一覧及び、伝搬路と地震発生地点の位置関係については 7.2.1
節の図 7.5及び図 7.6を参照にしていただきたい。また、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の放
送波においても同様に、2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までの解析期間における
伝搬異常と地震の関連性を元に、現在でも同程度の関連性が得られると判断した上で、こ
の解析条件を採用している。もし、現在でも同程度の関連性が得られるのであれば、伝搬








表 8-3 地震予知システムに採用している NHK FM 千葉（80.7MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 千葉（80.7MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 








𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 2.1 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 







表 8-3では、NHK FM 千葉（80.7MHz）の放送波について解析を行った結果を示した。
解析期間は表 8-1、表 8-2で示したNHK FM 東京（82.5MHz）やNHK FM 埼玉（85.1MHz）
の解析で使用したものと統一しており、2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までとし
ている。表 8-3の解析結果から、NHK FM 千葉（80.7MHz）の放送波は解析期間内で、伝
搬異常発生回数が 27 回、解析対象とした地震の発生数が 37 回となっている。これは、東
京スカイツリーを送信点としているNHK FM 東京（82.5MHz）や埼玉県平野原を送信点














図 8.2 NHK FM 千葉（80.7MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 8.3 NHK FM 千葉（80.7MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 8.2及び図 8.3から、NHK FM 千葉（80.7MHz）の伝搬異常は千葉県で発生した地震








表 8-4 地震予知システムに採用している Jwave（81.3MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 












𝑀 ≧ 4.6 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 2.6 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 







表 8-4 では東京スカイツリーを送信点としている Jwave（81.3MHz）の放送波について
解析を行った結果を示した。Jwave（81.3MHz）は NHK FM 東京（82.5MHz）と同じ東
京スカイツリーを送信点としているが、同じ解析期間を使用した場合でも、こちらの放送
波の伝搬異常は、マグニチュードが 4.6より大きい地震との関連性が高く、表 9-1と比較す
ると解析対象とした地震が NHK FM 東京（82.5MHz）とは異なっていることがわかる。















図 8.5 Jwave（81.3MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 8.4及び図 8.5と 7.1.1節の図 7.1、図 7.2との比較を行うと、2つの伝搬異常が関連付












表 8-5 地震予知システムに採用している FM 東京（80.0MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 












𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 1.0 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 







表 8-5では東京タワーを送信点としている FM 東京（80.0MHz）の放送波の解析結果に
ついて示した。ここで注意するべきことは、解析期間が他の放送波と異なっている点であ
る。この放送波の送信アンテナは 2013 年 2 月 11 日に東京タワー中腹部から東京タワーの
頂上に移動しており、高さが変化したことによって本研究室の観測システムで得られる受
信電力の値にも変化が生じてしまった。そのため、アンテナ移動前後の観測データを共に
扱った解析は、統計的な解析に不適であると判断し、アンテナ移動後の 2013 年 2 月 11 日
からちょうど 3 年間分の観測データを使用して解析を行った。表 8-5 の解析結果から適中
率が 0.136、予知率が 0.143 であるため、解析期間内で 22 回発生していた伝搬異常のうち








図 8.6 FM 東京（80.0MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 8.7 FM 東京（80.0MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 














表 8-6 地震予知システムに採用している NHK FM 水戸（83.2MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 水戸（83.2MHz） 
解析期間：2015/11/26～2016/11/25 








𝑀 ≧ 4.6 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 1.8 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 












テナ修理後の 2015年 11月 25日からちょうど 1年間分の観測データを使用して解析を行っ
た。表 8-6から、茨城県方面では短い解析期間においても、規模の大きな地震が多数発生し
ていることがわかる。また、適中率が 0.150、予知率が 0.214 であるため、解析期間内で
20回発生していた伝搬異常のうち 3つの伝搬異常が、14回発生していた地震のうち 3つの
地震と関連付け時間長内で併発していることがわかる。併発していた地震データの一覧は






図 8.8 NHK FM 水戸（83.2MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 8.9 NHK FM 水戸（83.2MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 




















29 日から 2011 年 3 月 10 日までのわずか 225日間の電波伝搬データしか存在していない。
しかし、東日本大震災発生前の貴重なデータには変わりないため、8章で述べた東日本大震
災発生後の解析結果との違いが表れるかどうか検証を行った。 
今回、解析対象とした見通し内 VHF帯放送波は 8章で扱った 6つの放送波である。しか
し、これらの放送波の伝搬データを 2010年 7月 29日から 2011年 3月 10日まで扱う上で




























表 9-1 東日本大震災発生前の見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性（1） 
解析期間（2010/07/29～2011/03/10：225日） 
 
NHK FM 東京 
（82.5MHz） 





𝑎 = 32.88 
(90 [min]) 




𝑀 ≧ 4.5 𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央
と伝搬路の距離 
𝐿 ≦ 100 [km] 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 4.5 𝑡ℎ = 4.9 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 5 5 
解析対象の地震の数 6 6 
適中率 0.200 0.200 
予知率 0.167 0.167 


















表 9-2 東日本大震災発生前の見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性（2） 
解析期間（2010/07/29～2011/03/10：225日） 
 







𝑎 = 65.8 
(240 [min]) 




𝑀 ≧ 4.5 𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央
と伝搬路の距離 
𝐿 ≦ 100 [km] 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 5.0 𝑡ℎ = 4.8 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 9 5 
解析対象の地震の数 9 6 
適中率 0.111 0.200 
予知率 0.111 0.167 




























𝑎 = 46.5 
(150 [min]) 




𝑀 ≧ 4.5 𝑀 ≧ 4.4 
解析対象とする地震の震央
と伝搬路の距離 
𝐿 ≦ 100 [km] 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 4.5 𝑡ℎ = 2.9 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 5 25 
解析対象の地震の数 6 24 
適中率 0.200 0.040 
予知率 0.167 0.042 
適中率と予知率の相乗平均 0.183 0.041 
 
表 9-1、表 9-2、表 9-3 では各放送波において適中率と予知率の相乗平均が最も高く得ら
れた解析条件と、その結果を示している。これらの表から、解析期間は短いものの、各放
送波で伝搬異常と地震の関連性が確認できた。ただし、茨城県方面の地震が解析対象とな
りやすいNHK FM 千葉（80.7MHz）や NHK FM 水戸（83.2MHz）では、東日本大震災
前の地震が多発しており、伝搬異常と関連性の得られなかった地震も多くなってしまい、
適中率と予知率の相乗平均として表れていることがわかる。 
表 9-1、表 9-2、表 9-3 の解析結果から、東日本大震災発生後のデータを使用した解析結















7.1.1 節の表 7-1 及び 7.2.1 節の表 7-3 で示した「適中率と予知率の相乗平均」から、各放
送波でそれぞれ伝搬異常が発生した場合に、発生時刻から 1 日以内に比較的近距離で比較
的規模の大きな地震が 2 割程度の確率で発生していたことがわかった。また、同様に「確




震の関連性を再度検証した結果、7.1.2 節の表 7-2 及び 7.2.2 節の表 7-4 で示した「適中率
と予知率の相乗平均」から、NHK FM 東京（82.5MHz）では伝搬異常が発生した場合に、
発生時刻から 1 日以内に比較的近距離で比較的規模の大きな地震が 3 割程度の確率で発生
していたことがわかり、「確率利得 𝐺P」の値も 7.1.1節の表 7-1と比べると大幅に増加した。
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